
 

 

やまなしイノベーション 

創出事業費補助金（研究開発） 

制度のご案内 
 

 

【令和５年度 補助対象事業募集要項】 

 

応 募 期 間 

    令和５年７月１３日（木）～８月１０日（木） 

 

 

お問い合わせ先 
山梨県産業労働部 成長産業推進課 新分野進出担当 

〒400-8501 甲府市丸の内1-6-1       TEL：055-223-1565 

応募書類提出先 
山梨県産業技術センター（管理・連携推進センター） 

甲府技術支援センター 
〒400-0055 甲府市大津町2094       TEL：055-243-6111 

 

富士技術支援センター 
〒403-0004 富士吉田市下吉田6-16-2   TEL：0555-22-2100 

 



Ⅰ．補助金制度の概要 
１．補助金制度の目的 

本県産業の活性化に向け、経営革新や業種転換を進める県内中小企業の新技術や新製品の研究開発

を支援することにより、今後成長が期待される産業分野への進出を促進し、本県産業の高度化と競争

力の高い産業集積の形成を図ることを目的としています。 

 

２．補助対象事業の内容 

対象枠 内容 

一 般 枠 

補助の 

対 象 

次の要件を全て満たすこと。 

① 県内に本店、製造拠点又は研究開発拠点を有する又は補助事業期間内に設

ける予定の中小企業※1が実施する新技術及び新製品の研究開発 

※１ 製造業その他：資本金３億円以下又は従業員数300人以下 

② 次に掲げるいずれかの計画等を策定 

一 中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）の経営革新計画 

二 地域未来投資促進法（平成１９年法律第４０号）の地域経済牽引事業

計画 

三 中小ものづくり高度化法（平成１８年法律第３３号）の認定を受けた

研究開発計画 

 四 その他外部機関による事業可能性調査等を受けて作成した事業計画

等で知事が適当と認めたもの 

③ 次頁の４．補助対象となる「対象成長産業分野」における研究開発であっ

て、中核的な企業となって、産業集積形成の基礎になると認められるもの 

補 助 

限度額 
１００万円以上 － ２，０００万円以内 

補助率 補助対象経費の１／２以内 

小 規 模 

事業者枠 

補助の 

対 象 

次の要件を全て満たすこと。 

① 県内に本店、製造拠点又は研究開発拠点を有する又は補助事業期間内に設

ける予定の小規模企業者※２が実施する新技術及び新製品の研究開発 

※２ 製造業その他：おおむね常時使用する従業員が20人以下 

② 商工会及び商工会議所の支援を受け、次に掲げるいずれかの計画を策定 

  一 中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）の経営革新計画 

 二 地域未来投資促進法（平成１９年法律第４０号）の地域経済牽引事業

計画 

 三 中小ものづくり高度化法（平成１８年法律第３３号）の認定を受けた

研究開発計画 

 四 商工会及び商工会議所の支援を受け、自社や自社の提供する商品・サ

ービスの強み、経営方針・目標等をまとめた計画 

 五 その他外部機関による事業可能性調査等を受けて作成した事業計画

等で知事が適当と認めたもの 

③ 次頁の４．補助対象となる「対象成長産業分野」における研究開発で

あって、競争力のある高度な基盤技術の強化・獲得や、付加価値の高

い新製品の創出に資すると認められるもの。 

補 助 

限度額 
１００万円以上 － ５００万円以内 

補助率 補助対象経費の２／３以内 



 

３．補助対象経費 

項   目 経 費 の 内 容 

人   件   費 研究開発に従事する主任研究者の直接作業時間に対する人件費 

報  償  費 外部専門家の指導・助言を受けた場合の謝礼に要する経費 

旅     費 外部専門家の指導・助言の際に必要となる出張に要する経費 

原 材 料 費 原材料及び副資材の購入に要する経費 

構 築 物 費 構築物の購入、建造、改良、据付け、修繕又は借用に要する経費 

機 械 装 置 ・ 

工 具 器 具 費 

機械装置又は工具・器具の購入、試作、改良、修繕、又は借用に要する経費

（据付けに要する経費を含む。） 

外 注 加 工 費 外注加工に要する経費 

技術指導受入費 

産業財産権の導入に際しこれに伴う技術指導を受ける場合、又は当該研究開

発を行うに当たって外部からの技術指導を特に必要とする場合において技

術者等に支払われる経費 

研究開発委託費 研究開発の一部を大学や他の企業等に委託する場合に要する経費 

試 験 ・ 分 析 費 研究開発に必要な測定・分析・解析・評価に要する経費 

 

４．補助対象となる「対象成長産業分野」 

対象成長産業分野 研究開発の内容例 

１ 環境・ 

エネルギー 

○太陽電池製造技術 ○小水力発電技術 ○風力発電技術 

○太陽熱発電技術  ○地熱発電技術 

○温泉熱発電・熱利用技術   ○バイオマス・廃棄物発電技術 

○電力系統制御・電力貯蔵技術 ○燃料電池製造技術及び活用技術 

○省エネ・省資源化に係る素材・部品及びその製造技術 

○クリーンエネルギー関連製造装置 

○上記に係る素材・部品及びその製造技術 

○上記装置又は機器の省資源・省エネ化に対応するもの 

○上記装置又は機器に適応する組み込みソフト・制御技術 

２ 医療機器・ 

ヘルスケア 

○健康機器・家庭用医療機器・器具 ○生体計測機器・器具 

○診断機器・器具         ○治療機器・器具 

○在宅診断・治療機器・器具    ○リハビリ支援機器・器具 

○機能代替治療機器・器具     ○生活支援ロボット 

○介護・福祉ロボット 

○上記機器に関連する周辺機器及びその製造技術 

○上記に関連する生産工程管理機器及びその製造技術 

○上記機器に適応する組み込みソフト・制御技術 

○上記に関連するソフトウェア 

３ スマート 

ものづくり 

〇産業用ロボット  〇自動化装置   〇自動運転技術 

〇IoT、AI、ロボット等の先進的ツールを活用した製造技術 

○上記装置又は機器に適応する組み込みソフト・制御技術 

４ その他知事が

必要と認める

分野 

○社会・経済情勢や市場ニーズの変化に伴い、今後成長が期待される上記１

から３に準ずる産業分野に係るもの 

  

  



 

５．補助対象外事業 

〇４．補助対象となる「対象成長産業分野」に該当しないとみなされる場合。 

〇補助申請額が１００万円に満たない場合。 

〇研究開発内容が既に他において完成されたものと同一のものとみなされる場合。 

〇研究開発要素のない製品等の試作、製造又は既存製品の形状・構造等を変えるだけとみなされる場

合。 

〇研究開発等の全部又は大部分若しくは主要な部分を他者に委託する場合。 

〇国等の他の補助事業で採択（申請中、申請予定を含む）された案件、又は類似した技術開発内容で

あるとみなされる場合。 

〇申請者が暴力団等又は暴力団と関係がある場合 

○補助事業終了までに県内に本店、製造拠点若しくは研究開発拠点等を設けなかった場合 

 

 

６．補助事業期間 

（１）一 般 枠：交付決定日から２年以内 

            （交付決定のあった年度の翌々年度末を限度として、延長可） 

（２）小規模事業者枠：交付決定日から令和６年２月末まで 

７．補助金の支払い 

〇補助事業終了後（検査終了後）の精算払いとなります。 

〇実績報告書を提出後、支出証拠書類等を検査し、補助金額の確定を行います（当初計画の総事業費

を下回った場合など、交付決定額満額が支払われない場合もあります）。 

 

 

８．留意事項 

（１）補助対象とできない経費 

〇交付決定日以前に発注、購入、契約等を行ったものに係る経費 

〇当該研究開発期間内に支払が完了しなかったものに係る経費 

〇当該研究開発開始以降に購入し、未使用となった原材料等に係る経費 

〇購入物件や帳簿類等により現物が確認できないものに係る経費 

〇当該研究開発の用途以外に使用したものに係る経費 

〇補助対象経費にかかる消費税及び地方消費税 

〇金融機関への振込手数料 

〇購入品等にかかる郵送料 

〇山梨県の公設試験研究機関等（産業技術センター等）に支払う試験・分析等に係る使用料及び手

数料、並びに委託料 

 ＊ただし、産業技術センターを利用したい場合には、応募書類提出先の担当者にご相談下さい。 

〇グループの構成員に支払う外注加工、委託等に係る経費 

〇事業計画になく、県の承認を得ないで支出した経費 

（２）実績報告 

○補助事業を完了したときは、一般枠として行う研究開発にあっては、補助事業が完了した日若し

くは補助事業の中止又は廃止の承認を受けた日から起算して１ヶ月を経過した日又は事業完了年

度の翌年度４月１０日のいずれか早い期日までに、小規模事業者枠として行う研究開発にあって

は、補助事業が完了した日若しくは補助事業の中止又は廃止の承認を受けた日から起算して１ヶ

月を経過した日又は事業開始年度の３月１０日のいずれか早い期日までに、実績報告書及び付属



資料を提出していただきます。 

○補助事業に係る証拠書類写（見積書・注文書・請書・納品書・請求書・領収書等）を実績報告時

にご提出いただきます。 

 

（３）補助事業終了後の義務 

○交付年度終了後５年間、各年における補助事業の企業化状況をご報告いただきます。 

○補助事業終了後も当該補助事業に関する調査に協力していただくことがあります。 

○補助事業の成果の企業化、産業財産権等の譲渡若しくは実施権設定又は補助事業の実施結果の他

への供与により収益を得たと認められた場合、その収益の全部又は一部を県に納付（納付額は補

助金額以下）しなければなりません。 

○補助事業関連書類（経理書類含む）は、交付年度終了後５年間保存していただきます。 

○補助事業者が、補助金交付要綱等に違反する行為（例：購入物件等の他の用途への無断流用、無

断処分、虚偽報告など）をした場合には、補助金の交付決定取消・返還命令・加算金の付加等を

行うことがあります。 

（４）研究開発概要の公表 

○採択案件は、県庁ＨＰ等により、企業の不利益とならない範囲で「補助事業者名」、「研究開発テ

ーマ名」、「研究開発の概要」、「補助金の額」を公表する予定です。 

 

（５）人件費を補助対象経費とする場合 

①補助対象となりうるもの 

・事業計画書によりあらかじめ届け出た当該研究開発に従事する主任研究者の直接作業時間に対す

る人件費が対象となります。 

・人件費の対象とすることができる研究者は、中核となって当該研究開発を実際に執り行う方で、

進捗管理や一時的なアドバイスを行う監督等単なる責任者、作業者又は補助員、経理担当者は対

象となりません。 

・研究開発テーマ（サブテーマ）が複数あり、テーマごとに専門分野が異なる主任研究者が複数い

る場合は、全主任研究者を対象とすることができます（同一テーマで複数の主任研究者を対象と

することはできません。）。 

②人件費の補助限度 

・上限は５００万円です。ただし、医療機器・ヘルスケア分野のソフトウェア開発以外については、

補助申請額の４分の１を超えることはできません。 

・健康保険等級の変更、給与改定などの要因を除き、当初の申請額から増額変更（他の経費を減額

し、人件費を増額）をすることはできません。 

③人件費の算定方法 

・人件費単価は、原則として別表「等級単価一覧表」を適用していただきます。 

・人件費の算定式：人件費単価（円／時間）×当該研究開発に直接従事した時間数 

④従事月報等の作成 

・研究開発の直接従事時間を確認するため、研究開発期間中は人件費の対象となった主任研究員の

従事月報等を作成していただきます。 

 

（６）その他 

〇研究開発の内容が異なっていても、一度に「一般枠」、「小規模事業者枠」の両方に申請すること

はできません。いずれかを選択してください。 

〇この募集要項のほか、「山梨県補助金等交付規則」「やまなしイノベーション創出事業費補助金（研



究開発）交付要綱」「やまなしイノベーション創出事業費補助金（研究開発）交付要綱実施要領」

「やまなしイノベーション創出事業費補助金（研究開発）交付要綱における人件費の計算に係る

実施細則」をご参照ください。 





Ⅱ．応募手続等 
 

１．応募受付期間（事業計画書作成前に「お問い合わせ先」にご一報ください。） 

◇補助対象事業 

一般枠（採択予定件数：２件程度） 

小規模事業者枠（採択予定件数：４件程度） 

◇応募期間 令和５年７月１３日（木）～８月１０日（木） 

 

２．応募書類（ 提出部数：正本１部 ）  ※個人の場合にあっては実施要領第７を参照のこと 

□ 補助金交付申請書（事業計画書） 

□ 事業計画補足説明資料（任意） 

□ 貸借対照表、損益計算書（直近過去２年間） 

 （販売費及び一般管理費明細書、製造原価明細書を添付） 

□ 商業登記簿謄本履歴事項全部証明書 

□ 会社定款（写） 

□ 実施要領第２に規定する計画等 

□ 会社案内・パンフレットなど会社概要がわかるもの 

□ 暴力団等でないことを誓約する書類 

   ※補助金交付申請書（事業計画書）は、県のホームページからダウンロードいただけます。 

http://www.pref.yamanashi.jp/seichosangyo/index.html 
 

３．面接評価 

■書類および面接による評価を経て採択を決定します。 

■面接において、事業内容・事業計画等についてご説明いただきます。 

■コンサルタントやアドバイザー等は面接に同席できません。 

 

審 査 項 目 

◇課題・現状の把握 

・当該研究開発の課題や市場の動向を把握し、明確な成果目標が設定できているか。 

◇研究開発の内容・実施方法の適正性 

・当該研究開発の実施内容や実施方法は適正かつ明確か。 

◇新規性、独自性、進歩性 

・競合他社の技術や製品等と比較して新規性・独自性・競争優位性があるか。 

◇実現性・事業化可能性 

・成果が企業化され、事業として成長性、持続性、安定性が見込まれるか。 

◇地域産業・地域経済への波及効果（※一般枠のみ） 

・県内中小企業への発注を創出し、協力企業群を形成できる可能性があるか。 ／等 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問合せ先・応募書類提出先 

 

お問い合わせ先 

山梨県産業労働部成長産業推進課 新分野進出担当 

〒400-8501 甲府市丸の内1-6-1       TEL：055-223-1565 

 

応募書類提出先 

山梨県産業技術センター（管理・連携推進センター） 

甲府技術支援センター 

〒400-0055 甲府市大津町2094      TEL：055-243-6111 

 

富士技術支援センター 

〒403-0004 富士吉田市下吉田6-16-2  TEL：0555-22-2100 

 

※ 最寄りの技術支援センターにご提出ください。 


